
教育機関のための
外国人留学生就職支援ガイドhttp://www.ajinzai-sc.jp

「アジア人財資金構想」
プロジェクトサポートセンター

http://www.ajinzai-sc.jp
アジア人財資金構想プロジェクトサポートセンター

〒105-0001
東京都港区虎ノ門1丁目5番16号  晩翠ビル5階　財団法人企業活力研究所内

TEL:03-6303-3571　FAX:03-3502-2170
E-mail:shitsumon@ajinzai-sc.jp



CHAPTER 1

CHAPTER 1

留学生の就職事情

CHAPTER 1 留学生の就職事情

CONTENTS

03

02

06

04

05

CHAPTER 2 留学生の就職活動の問題点
07

08

09

10CHAPTER 3 企業の採用動向とニーズ
11

12

13

14

15

16

17

18CHAPTER 4 教育機関に必要とされる留学生の就職支援
19

20

21

22

23

25

27

29

30

31

33

34

35

留学生が求める情報

留学生の就職活動における問題点
留学生の就職活動における特性

2-01

2-02

2-03

企業の採用動向
企業の採用目的
採用国籍と学籍
採用職種と採用予定勤務エリア
採用手法と採用ポイント
必要とされる日本語能力
SPI 等の能力試験

3-01

3-02

3-03

3-04

3-05

3-06

3-07

大学における留学生就職支援の現状
大学における留学生就職支援の課題
留学生への就職支援
留学生への就職支援スケジュール
就職活動の理解促進
ガイダンス・企業説明会の実施
キャリアカウンセリング
ビジネス日本語教育
日本ビジネス教育（企業文化理解）
ビジネス日本語・日本ビジネス教育の評価ツール
ビジネス日本語教育のカリキュラムと効果
インターンシップ
企業の求人情報

4-01

4-02

4-03

4-04

4-05

4-06

4-07

4-08

4-09

4-10

4-11

4-12

4-13

留学生の就職事情①
留学生の就職事情②
留学生の就職事情③

1-01

1-02

1-03



CHAPTER 1

CHAPTER 1

留学生の就職事情

CHAPTER 1 留学生の就職事情

CONTENTS

03

02

06

04

05

CHAPTER 2 留学生の就職活動の問題点
07

08

09

10CHAPTER 3 企業の採用動向とニーズ
11

12

13

14

15

16

17

18CHAPTER 4 教育機関に必要とされる留学生の就職支援
19

20

21

22

23

25

27

29

30

31

33

34

35

留学生が求める情報

留学生の就職活動における問題点
留学生の就職活動における特性

2-01

2-02

2-03

企業の採用動向
企業の採用目的
採用国籍と学籍
採用職種と採用予定勤務エリア
採用手法と採用ポイント
必要とされる日本語能力
SPI 等の能力試験

3-01

3-02

3-03

3-04

3-05

3-06

3-07

大学における留学生就職支援の現状
大学における留学生就職支援の課題
留学生への就職支援
留学生への就職支援スケジュール
就職活動の理解促進
ガイダンス・企業説明会の実施
キャリアカウンセリング
ビジネス日本語教育
日本ビジネス教育（企業文化理解）
ビジネス日本語・日本ビジネス教育の評価ツール
ビジネス日本語教育のカリキュラムと効果
インターンシップ
企業の求人情報

4-01

4-02

4-03

4-04

4-05

4-06

4-07

4-08

4-09

4-10

4-11

4-12

4-13

留学生の就職事情①
留学生の就職事情②
留学生の就職事情③

1-01

1-02

1-03



CH
AP

TE
R 

1
CH

AP
TE

R 
2

CH
AP

TE
R 

3
CH

AP
TE

R 
4

□図 1 - 1  留学生等からの就職目的の申請数等の推移
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□図 1 - 2  外国人留学生の卒業者数・就職者数
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　（独）学生支援機構 「外国人留学生進路状況・学位授与状況調査」
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□図 1 - 4  職種別許可人員の推移
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□図 2 - 1  就職先企業を選ぶ際に重視する点

■株式会社ディスコ 「外国人留学生の就職活動に関する調査」（2010年12月）
 「日経就職ナビ学生モニター調査」（2010年11月）
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留学生の就職活動の問題点

留学生が就職活動をする際に、就職活動の仕方に関して知りたいことは、「面接対策の方法」、「筆記試験対策の方法」、「エ
ントリーシートの書き方」の3つが多い。

留学生が企業研究をする上で知りたい情報は、圧倒的に留学生の採用実績です。しかし、留学生の採用実績については情
報が少ないため、情報の開示が求められているところです。また、社内の雰囲気、実際の仕事内容など、職場の実情に関す
る情報を求めている傾向が見られます。

留学生が求める情報2-03
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□図 2 - 3  企業研究をする上で知りたい情報
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□図 3 - 1  2010年度の採用実績
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学歴別による企業の採用ニーズ（図3-5）については、「学
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企業の留学生採用動向とニーズ

就職活動において、留学生を悩ませるのがSPI試験等に代表される日本独特の能力試験です。

近年の就職活動において、就活ナビなどのウェブでの登録や一次選抜手法が一般的になっています。エントリーの簡便さ
から1人あたりのエントリー数が数10社から100社超えと多くなる傾向にあり、特に大企業では応募が集中するため面接可
能な数までSPIなどのツールで機械的に絞らざるを得なくなっていることが背景にあります。
SPI能力試験は非言語分野、言語分野に分かれており、留学生は言語の障壁からとくに言語分野での得点獲得が難しいの
が実態です。

日本企業の留学生採用プロセスは、日本人学生と全く同じ選考過程にて行う企業が大多数を占めており、また、膨大な登録
者から留学生だけを振り分ける作業が物理的にできないという実務上の問題から、日本人学生SPI等の同じ能力試験を課
し、その結果最初のプロセスを通過する確率が著しく低くなってしまいます。

近年留学生採用に注力している大手製造業や小売業は能力試験の位置づけを見直し、日本人学生と同等に判断するので
はなく、独自のウェイト付けを行う傾向が見られます。

図3-11では、約5割の企業がSPI等を実施していなかったり、重要視していないと回答しています。業種別では、製造業は非
製造業と比べ重視する傾向が見られます。特に非言語分野のみを重視する企業が2割と多いのが特徴的です。

今後も日本企業の採用活動においては、能力試験を継続実施していく可能性が高いため、留学生がそのための準備をする
ことは今後も求められると思われます。

留学生は就職活動前に問題演習を行うなど、日本人学生以上に早期の準備が必要です。

SPI 等の能力試験3-07

□図 3 - 1 1  高度外国人材の採用時におけるSPI等の能力試験の位置づけ
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■財団法人企業活力研究所 「日本企業における高度外国人材の採用・活用に関する調査」
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教育機関に必要とされる留学生の就職支援

現在、最も留学生が多く在籍する大学には約3,500名（平成22年度）の留学生がおり、1,000名を越える大学は21校ありま
す。（2010年5月現在）また、2008年に発表された「留学生30万人計画」において、2020年までに現在の約14万人から30万
人へ倍増する点や、現状でも就職希望者の約半数しか就職できていないことを考えると、早急に卒業・修了後のキャリア対
策を講じる必要があります。

大学における留学生の就職支援については、上記図のように３つに分類されます。分類の一番大きな目安となるのが、留
学生在籍数になると考えられます。

現在、日本の大学で圧倒的に多いのが「合同形式」です。留学生数が全学で200名以下の大学については、単純計算で就職
活動対象年度の留学生が1/4の50名前後と少ないことから特別な支援を行うためのコスト、人員を割くことができないとい
う事情があると考えられます。

一方で、留学生数が概ね500名以上の大学で多いのが「単独形式」です。単年度の留学生数が100名を越えると、日本国内で
の就職率などの実績が、次の入学者数に影響してくるため、手厚い支援を実施している例が多く見られます。先進的な大学
では、大学職員が全国の企業を訪問し、自校の留学生の優秀さや企業側のメリットをPRすることで企業を大学に招聘し、留
学生向けの個別企業説明会、学内面接会などを開催する事例が見受けられます。

最後は「一部単独形式」です。これは国立大学に多く、留学生が多い一部の学部単位による個別支援や「アジア人財資金構
想プロジェクト」、「グローバル30プロジェクト」等のプロジェクト単位による一部の学生への支援などが該当します。また、
通常就職関係の支援をキャリアセンターで行うところを、留学生のみ留学生センターなどで小規模での支援を行っている
大学もあります。

ここでは、大きく3つの分類としましたが、留学生の就職支援については、大学毎に抱える事情や状況が違ってくるため、一
概に論じることはできず様々な取り組み方法があると思います。ただ、留学生は日本企業に就職したいと思いながら夢破
れて帰国する学生も多くいることも事実です。

大学における留学生就職支援については、今できる範囲から各大学で行っているシステムをうまく活用しながら、少しでも
留学生の力になれるような支援を始めていただければと思います。

大学における留学生の就職支援の内容については、日本人学生への支援をベースとし、留学生特有の事情に合わせた付
加支援を行う大学が多いようです。付加的な支援は、日本での就職活動の全体的な流れの理解を深めるガイダンス・セミ
ナー、就職活動等で使用するビジネス日本語教育、キャリアカウンセリング、留学生採用を行っている企業の求人情報提
供、企業説明会の開催などがあげられます。

大学において、上記のような留学生への就職支援を実施するにあたり4つの課題があります。

①留学生支援を行う人材・財源不足
留学生支援を行うにあたり、その大学の留学生数により支援への取り組み方が変わってきます。留学生数が少なければ、
専任のスタッフを配置したり、ガイダンス、セミナーの開催を行うことは難しくなります。しかしながら、留学生数が少ない
からといって何も支援を行わないのではなく、人材、財源の負担がかからない方法（民間企業・団体・自治体等の情報・イ
ベントの活用等）で最低限の支援を行うことが必要です。

②学内関係部署との連携不足
入学当初から留学生への日常的な支援を行う留学生センター等の部署に比べ、キャリアセンター等就職を支援する部署
は留学生にとって馴染みが薄く、敷居が高いと認識されています。留学生の就職支援については、双方の部署の定期的
な情報交換を行うなど連携が必要となります。

③キャリアセンター利用率、ガイダンス等の出席率が低い（留学生の意識不足）
留学生にとって、キャリアセンターへ行っても日本人学生向けの支援しか行っていないという認識があり、また、留学生向
けの情報が少なく、行っても役に立つのか分からないと認識していることが要因として挙げられます。また、利用率が低
い最大の理由は、留学生の意識不足です。企業は、日本人学生と同じプロセスで入社試験を行うという事実を認識させる
ことが重要となります。その為には入学当初の早い時期にキャリアガイダンスを行い、就職活動の意識付けを行い、継続
的な情報提供を行うなどの工夫が必要です。

④留学生向けの求人情報が少ない
近年、インターネットや合同企業説明会などで留学生を積極採用する企業の情報やイベントが増えています。それら外
部の情報を活用するとともに、現在大学内に保有されている求人情報についても見直しを行い、留学生採用の可否だけ
でなく、留学生の採用実績等の情報を企業から収集し、留学生（外国人採用）に関する有用な情報を積極的に留学生に
開示することが必要です。それにより、キャリアセンター利用率も上がり、留学生が集まることとなり、入社試験を受けた
留学生や内定を獲得した学生が企業の採用情報を後輩へ提供したり、入社後OB・OG訪問を受けたりと大学への帰属意
識を高めることが可能となります。

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

大学における留学生就職支援の現状4-01 大学における留学生就職支援の課題4-02

■ 大学における留学生の就職支援の課題 ■

留学生支援を行う人材・財源不足1

学内関係部署との連携不足2

キャリアセンター利用率、ガイダンス等の出席率が低い（留学生の意識不足）3

留学生向けの求人情報が少ない4

単独形式
日本人学生と別に留学生への就職活動支援を全学で実施

一部単独形式
日本人学生と別に留学生への就職活動支援を一部の学部やセクションで実施

合同形式
日本人学生と一緒に留学生への就職支援を実施

■ 大学における留学生就職支援分類 ■ CH
AP
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教育機関に必要とされる留学生の就職支援

留学生への就職支援の問題解決に向けて大学全体で取り組むことが理想ですが、各大学の置かれている状況に合わせた
支援をできる範囲から始めることが大事です。

まずは、自学の留学生に「就職活動について何に困っているか」、「どのような支援を望むのか」をヒアリングし、現在の状況
を把握することが大事です。

次に自学の就職支援のソリューション（日本人学生向け支援を行う人材・財源）と組み合わせ、どのような支援ができるかを
検討することをお薦めします。また支援を検討する際に特別な人材や財源なしでも行えることはたくさんあり、1大学だけで
行うことが留学生の人数規模的に難しければ自治体・他大学・大学コンソーシアム、商工会議所との連携を検討したり、公的
または民間の就職支援団体などが保有する知見やネットワークを活用することにより、留学生の就職支援の質は間違いな
く向上します。

また、学内の関係部署との連携により、相談窓口の明確化を行い留学生に継続的に啓蒙活動を行うことで、留学生が適切
な時期に適切な部署へ相談できる体制づくりを構築することも大切な解決策です。

すでに留学生支援の取り組みを行っている大学についても内定率を上げるための効果的な取り組みとして、次頁から留学
生への就職支援に必要な支援策について、下記の7項目の観点から「アジア人財資金構想プロジェクト」の成果を含めて説
明します。

留学生の就職支援のスケジュールにおいては、日本人学生と比べて就職活動の理解・準備に時間を要するため、入学時に
日本での就職活動の理解、就職活動スケジュールを認知させることと、一般の日本人学生の就職支援より前倒しで行うこと
の2点が重要になります。

留学生の就職支援スケジュールモデル

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

留学生への就職支援4-03 留学生への就職支援スケジュール4-04

大学の状況に合わせた支援を1

できる範囲から支援を（特別な人材・財源なしでも可能な支援） 留学生の内定率を上げるための
取り組み

2

民間企業・団体・自治体・他大学との連携・活用を3

相談窓口の明確化・学生への継続的な啓蒙活動を4
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就職活動の理解促進2

ガイダンス・企業説明会の実施3

キャリアカウンセリング4

ビジネス日本語教育5

日本ビジネス教育（企業文化理解）6

インターンシップ7

4-04留学生への就職支援スケジュール1

4-13企業の求人情報8
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□図 4 - 1  スケジュールモデル

■学部　活動内容
1年生

2年生

3年生

4年生

ガイダンス

ガイダンス

ビジネス日本語・日本ビジネス教育

インターンシップ

ガイダンス

合同企業説明会

キャリアカウンセリング

ビジネス日本語・日本ビジネス教育

ガイダンス・合同企業説明会

キャリアカウンセリング

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

キャリアガイダンス
（キャリア・就職活動概論）

キャリアガイダンス
（キャリア・就職活動準備）

ガイダンス
（業界研究・筆記試験）

ガイダンス
（これからの就活）

ガイダンス
（ES・自己分析）

ガイダンス
（面接）

キャリアガイダンス
（キャリア・就職活動スケジュール）

カリキュラム（就職活動）

カリキュラム（就業前準備）

カリキュラム
インターンシップ準備 実施後の振り返り・発表会等

■修士　活動内容
1年生

2年生

ビジネス日本語・日本ビジネス教育

インターンシップ

ガイダンス
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キャリアカウンセリング

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

キャリアガイダンス
（キャリア・就職活動概論）

ガイダンス
（業界研究・筆記試験）

ガイダンス
（これからの就活）
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ガイダンス
（面接）
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インターンシップ準備
カリキュラム

実施後の振り返り・発表会等
カリキュラム

カリキュラム（就職活動）
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教育機関に必要とされる留学生の就職支援

近年、行政、自治体、団体、民間就職支援会社による留学生向けのガイダンスや合同企業説明会が増えています。規模につ
いても、企業の留学生採用の増加にともない大きくなっています。しかしながら採用企業が大都市圏の東京、大阪に多い
為、合同企業説明会の開催場所も東京、大阪に集中しているのが現状です。他の地域では、仙台、神奈川、名古屋、福岡では
開催の実績がありますが、年度によって変更の可能性があるので確認が必要です。留学生にとって、留学生採用を行ってい
る企業だけを集めた合同企業説明会は数少ないチャンスとなるので、これらの学外で開催されているガイダンスや合同企
業説明会の情報を留学生に確実に告知することが必要です。

また、告知の手法についても、ポスター掲示等ではなく留学生に確実に情報を届けられる学内のインフラを利用し、適切な
情報を適切な時期に提供することで、留学生へ日本の就職活動スケジュールを理解させる効果にもつながります。

一方で、地方の大学については、学外でガイダンスや合同企業説明会などに参加する際、遠方の場合には交通費・宿泊費
の負担問題があります。できればガイダンスは学内で行い、少しでも金銭的な負担を減らす支援が必要です。宿泊費につい
ては、大学側でもバスの用意や安価な宿泊施設等の提供・案内などのフォローも必要です。

学内で行うガイダンスや合同企業説明会については、上記図のように大別すると4つに分類されます。

対象留学生が少数の大学で財源や人材の負担を少なくして開催する方法としては、日本人学生と合同のガイダンスであれ
ば、留学生相談のコーナーを設置したり会社説明会であれば、留学生採用有無を明示したり、留学生も参加できる仕組み
にカスタマイズする方法があります。

総留学生数が500名を越える大学については、留学生単独での開催が望ましいと思われます。ある程度の参加者が確保で
きれば、大手企業の招聘も見込めます。特に企業側の最近の採用手法のトレンドとして、ウェブでのリクルーティングから、
大学へ直接アプローチする方法へシフトしつつあるため有効な方法です。また、特に理系の留学生がまとまって参加でき
ると新規企業の招聘には有効です。

また、国立大学などでは、学部単位での開催や留学生センターによる小規模な開催なども増えています。企業説明会等は
教授とのつながりを活用して、企業数社を招聘し小規模に開催しています。

さらに、大学コンソーシアム等を活用したイベントや、地域の複数校との合同で開催するイベントも増えています。1校あた
りの留学生は少ないですが、何校か合同で開催することにより企業誘致を容易にする有効な方法といえます。また、人的・
財源的にも学内インフラを相互利用したり参加校数で案分されるため、負担を減らすことが可能です。

学内で行うガイダンス・合同企業説明会については、自学のキャリアセンターが計画し実施するものと、就職支援会社に委
託して開催するものの2種類がありますが、学内ガイダンスを行う場合、事前の準備が重要です。例えば、企業で必要として
いる人材像やスキルを予めヒアリングし、それに合う学生の参加を呼びかける等のアレンジをしたり、開催前に参加企業
の研究会を開催することなどが効果的です。

「アジア人財資金構想」において最も効果的であった就職支援が、日本企業に就職した留学生OB・OGによる就職活動に関
する講話です。同じ立場での失敗談や成功事例は留学生の心に届きやすいようです。また、企業の人事担当者についても、
近年は留学生OB・OGを登用している企業が増えています。企業側採用者の視点と留学生の視点、両方を理解しているとい
うことで、留学生向け合同企業説明会等では人垣ができるほど留学生が集まります。自学でガイダンスを開催する際は、留
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教育機関に必要とされる留学生の就職支援

留学生へのキャリアカウンセリングについては、各大学に設置している日本人学生応対を行う人員が留学生にも対応でき
るノウハウを身につけてもらうことで、可能になります。よく日本人学生と留学生の就職支援で何が違うのかという質問を
受けますが、ほとんどの企業が日本人学生と同等のプロセスで採用しており、基本的な支援方法の流れで違いはありませ
ん。留学生特有の留意点をきちんと押さえておけば日本人学生と同様の対応で支援が可能です。

留学生へのキャリアカウンセリングを実施するにあたり下記4点の知識・準備が必要です。

①留学生の就職活動問題点の把握と企業ニーズの把握
CHAPTER3で触れましたが、日本の就職活動は、活動する期間・時期・選考方法など独特の文化を持っており、海外からの
留学生はなかなか理解をすることができないようです。日本人学生と比べ、より丁寧に「何故」それが必要かという説明
をする必要があります。一方で企業側の留学生採用ニーズを正確に把握しておくことも必要です。企業が何を求めるか
等は、留学生へのキャリアカウンセリング時に必要となるので情報収集する必要があります。

②在留資格
留学生と日本人学生の大きな違いとして、入社の際に在留資格の変更を行わなければならず、大学での専攻や資格の取
得状況により、就業可能な業種や職種が限定されることが挙げられます。留学生の企業選びに関わることですので、在留
資格についての知識が必要となります。

③異文化理解と出身国毎の特性把握
日本文化があるように、留学生にも母国の文化があります。一方的に日本の文化を押しつけるのではなく、留学生のもつ
文化を理解し尊重しながらカウンセリングする必要があります。また、出身国毎の特性把握をしておくと、よりカウンセリ
ングがしやすくなります。留学生の経済状況、兵役の有無などもカウンセリングの際には留意が必要です。

④留学生向けガイダンス・会社説明会・求人情報の情報収集
近年、就活ナビや合同企業説明会などで留学生を積極採用する企業を対象としたサイトやイベントが増えています。留
学生採用を行う企業だけを集めた合同企業説明会は数少ないチャンスとなるので、これらの学外で開催されているガイ
ダンスや合同企業説明会の情報を、留学生へ確実に告知することが必要です。また、現在大学内に保有されている求人
情報についても留学生採用の可否だけでなく、留学生（外国人）採用に関する詳細な情報を、積極的に収集し留学生に
開示することが必要です。

日本人学生と比べて留学生は「帰国」という選択肢を持つた
め、すぐあきらめてしまう傾向が強く、留学生のキャリアカウ
ンセリングにおいては、精神的なフォローが重要となってき
ます。日本の就職活動の100社エントリーして1社内定という
システムが理解できず、2-3社から良い結果が出ないことで自
分の人格まで否定された気持ちになり就職活動をやめてし
まう学生も多いようです。

就職で躓く留学生は、エントリー数が圧倒的に少ない傾向に
あります。まず母国でも有名なグローバル企業を中心に、留
学生採用を行っている企業数社にエントリーしたものの、筆記試験等の一次試験で通過せずに手持ち企業がなくなる12月
と、面接までこぎ着けたものの、面接で全て不採用となった場合の3月頃が最も精神的なフォローが必要な時期です。新し
い応募企業の探し方（中小企業）など就職活動の方法に問題がある学生が多いので、もう一度原因を見つけレールに戻し
てあげることが必要です。また、6月頃は内定者が周りに出始め、帰国・進学・就職活動継続の選択を考え始める時期です。
本人のキャリアプランの問題でもあるため、担当教員も含めたフォローが必要です。

留学生は日本での就職活動の知識が少ないため、極端にエントリー数が少ない、大企業しかエントリーしていない等、間
違った就職活動を行いがちです。就職活動への取り組みに対する軌道修正はガイダンスなどでは対応できないため、キャ
リアカウンセリングが重要です。

キャリアカウンセラーが対応しやすくするために、留学生にはエントリー企業の名前や数、スケジュール管理（就活ノート）
を留学生自身に記録させる必要があります。キャリアカウンセラーはその記録を見ることで、留学生の就職活動の仕方のア
ドバイスを与え、軌道修正を行い、正しい就職活動へ導くことが必要です。

2. 精神的なフォローが極めて重要

3. 情報管理

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

キャリアカウンセリング4-07

POINT

日本人学生対応員に留学生支援のノウハウを1

精神的なフォローが極めて重要2

個別進捗状況などの情報管理も必要3

1. 日本人学生対応員に留学生支援のノウハウを

■就活ノートの記録項目例
□企業名、スケジュール
説明会日程、エントリーシート提出日
筆記試験、面接等の日程

□企業研究
企業理念
業界内の特色や強みと弱み
志望理由等

□説明会
会社説明会での印象
質問と回答、疑問点等

□面接
質問したい内容とアピールポイント
面接でされた質問と回答
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□図 4 - 2  留学生の就職活動へのモチベーション

9月 12月 3月 6月

エントリー
筆記試験

面接 就職活動継続

0

27



CHAPTER 4 CHAPTER 4

CHAPTER 1
CHAPTER 2

CHAPTER 3
CHAPTER 4

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

留学生へのキャリアカウンセリングについては、各大学に設置している日本人学生応対を行う人員が留学生にも対応でき
るノウハウを身につけてもらうことで、可能になります。よく日本人学生と留学生の就職支援で何が違うのかという質問を
受けますが、ほとんどの企業が日本人学生と同等のプロセスで採用しており、基本的な支援方法の流れで違いはありませ
ん。留学生特有の留意点をきちんと押さえておけば日本人学生と同様の対応で支援が可能です。

留学生へのキャリアカウンセリングを実施するにあたり下記4点の知識・準備が必要です。

①留学生の就職活動問題点の把握と企業ニーズの把握
CHAPTER3で触れましたが、日本の就職活動は、活動する期間・時期・選考方法など独特の文化を持っており、海外からの
留学生はなかなか理解をすることができないようです。日本人学生と比べ、より丁寧に「何故」それが必要かという説明
をする必要があります。一方で企業側の留学生採用ニーズを正確に把握しておくことも必要です。企業が何を求めるか
等は、留学生へのキャリアカウンセリング時に必要となるので情報収集する必要があります。

②在留資格
留学生と日本人学生の大きな違いとして、入社の際に在留資格の変更を行わなければならず、大学での専攻や資格の取
得状況により、就業可能な業種や職種が限定されることが挙げられます。留学生の企業選びに関わることですので、在留
資格についての知識が必要となります。

③異文化理解と出身国毎の特性把握
日本文化があるように、留学生にも母国の文化があります。一方的に日本の文化を押しつけるのではなく、留学生のもつ
文化を理解し尊重しながらカウンセリングする必要があります。また、出身国毎の特性把握をしておくと、よりカウンセリ
ングがしやすくなります。留学生の経済状況、兵役の有無などもカウンセリングの際には留意が必要です。

④留学生向けガイダンス・会社説明会・求人情報の情報収集
近年、就活ナビや合同企業説明会などで留学生を積極採用する企業を対象としたサイトやイベントが増えています。留
学生採用を行う企業だけを集めた合同企業説明会は数少ないチャンスとなるので、これらの学外で開催されているガイ
ダンスや合同企業説明会の情報を、留学生へ確実に告知することが必要です。また、現在大学内に保有されている求人
情報についても留学生採用の可否だけでなく、留学生（外国人）採用に関する詳細な情報を、積極的に収集し留学生に
開示することが必要です。

日本人学生と比べて留学生は「帰国」という選択肢を持つた
め、すぐあきらめてしまう傾向が強く、留学生のキャリアカウ
ンセリングにおいては、精神的なフォローが重要となってき
ます。日本の就職活動の100社エントリーして1社内定という
システムが理解できず、2-3社から良い結果が出ないことで自
分の人格まで否定された気持ちになり就職活動をやめてし
まう学生も多いようです。

就職で躓く留学生は、エントリー数が圧倒的に少ない傾向に
あります。まず母国でも有名なグローバル企業を中心に、留
学生採用を行っている企業数社にエントリーしたものの、筆記試験等の一次試験で通過せずに手持ち企業がなくなる12月
と、面接までこぎ着けたものの、面接で全て不採用となった場合の3月頃が最も精神的なフォローが必要な時期です。新し
い応募企業の探し方（中小企業）など就職活動の方法に問題がある学生が多いので、もう一度原因を見つけレールに戻し
てあげることが必要です。また、6月頃は内定者が周りに出始め、帰国・進学・就職活動継続の選択を考え始める時期です。
本人のキャリアプランの問題でもあるため、担当教員も含めたフォローが必要です。

留学生は日本での就職活動の知識が少ないため、極端にエントリー数が少ない、大企業しかエントリーしていない等、間
違った就職活動を行いがちです。就職活動への取り組みに対する軌道修正はガイダンスなどでは対応できないため、キャ
リアカウンセリングが重要です。

キャリアカウンセラーが対応しやすくするために、留学生にはエントリー企業の名前や数、スケジュール管理（就活ノート）
を留学生自身に記録させる必要があります。キャリアカウンセラーはその記録を見ることで、留学生の就職活動の仕方のア
ドバイスを与え、軌道修正を行い、正しい就職活動へ導くことが必要です。

2. 精神的なフォローが極めて重要

3. 情報管理

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

キャリアカウンセリング4-07

POINT

日本人学生対応員に留学生支援のノウハウを1

精神的なフォローが極めて重要2

個別進捗状況などの情報管理も必要3

1. 日本人学生対応員に留学生支援のノウハウを

■就活ノートの記録項目例
□企業名、スケジュール
説明会日程、エントリーシート提出日
筆記試験、面接等の日程

□企業研究
企業理念
業界内の特色や強みと弱み
志望理由等

□説明会
会社説明会での印象
質問と回答、疑問点等

□面接
質問したい内容とアピールポイント
面接でされた質問と回答

CH
AP

TE
R 

1
CH

AP
TE

R 
2

CH
AP

TE
R 

3
CH

AP
TE

R 
4

□図 4 - 2  留学生の就職活動へのモチベーション

9月 12月 3月 6月

エントリー
筆記試験

面接 就職活動継続

0

28



CHAPTER 4 CHAPTER 4

CHAPTER 1
CHAPTER 2

CHAPTER 3
CHAPTER 4

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

企業においては、ビジネスシーンで使えるビジネス日本語の必要性が求められています。それは、企業への就業時はもとよ
り、就業前の就職活動時においても内定獲得への重要な要素となっています。

一方で、留学生自身も、日本で就職活動・就業するにあたり、自身の日本語能力に不安を感じています。留学生OB・OGへの
調査では、今まで使用していた日常会話から就職活動を含めたビジネスシーンで使用する言葉と全く違う為、大学在学中
にビジネスシーンで使用するビジネス日本語の研修が必要という声が多くあります。

留学生の日本語能力育成について大学を含めた教育機関には、これまでの大学での学習に必要な日本語教育に加え、卒業
後のビジネスシーンで通用するビジネス日本語教育の提供が求められています。

①相手に応じて使い分けるコミュニケーション能力
企業活動において、会議・打合せ・商談・雑談などのビジネス場面要素と、上司・同僚・取引先・顧客などの相手との関係性
によって、日本語の言い回しを使い分ける必要があります。そのため、日本企業内で使用される日本語には、敬語、丁寧
語、謙譲語、命令語など、待遇表現をビジネス場面、相手により使い分けるコミュニケーション能力が必要とされます。

②非対面型コミュニケーション
一般的に、電話応対やメールのような非対面形式のコミュニケーションは、相手の姿が見えず言語のみによる情報の伝
達が求められるため、留学生にとっては困難な課題となります。更にビジネスシーンにおける電話応対は、学生時代と比
較すると対話者が多岐に渡り、会話内容等を予め準備することが難しい要素が多くなります。同時に先述したような待遇
表現を織り交ぜて対応したり、面識の有無に関わらない意思疎通を行う能力が必要とされます。

③ビジネス文書の作成・読解
企業活動において、業務の遂行過程から最終成果にいたるまでに、様々な文書を常時、読解・作成することが求められま
す。日常的な週間報告や稟議書、役員等への上程文書といった社内文書から、プレゼンテーション資料、仕様書、企画書と
いった社外向け文書まで、内容・種類は多岐にわたります。また、企業による独自のフォームが存在し、それを基本としな
がら、目的や相手との関係に応じ、体裁、表現を変えるなどの応用力や必要とされる情報を要約して表現する能力が必要
とされます。

留学生から見て、日本企業の就職活動、終身雇用的な発想、組織を重視する姿勢などの社内風土や、顧客サービス志向、カ
イゼン意識、新入社員時の現場研修、根回し型意志決定プロセス等、日本人には当たり前と思っていることも留学生には異
文化であり、他の国・文化圏との共通点と共に、独自性・固有性があることを認知し、理解することが日本企業で就労する上
では必要不可欠となります。

留学生が就職活動や日本企業に就業後の社会人生活をする場合に、「なぜ行うのか」、「なぜ必要なのか」という疑問を解
決しなければ適切な行動を取ることができません。それができずに中途退社する例も多く見られます。適切な行動のため
には、異文化理解のための日本ビジネス教育が必要となります。

日本ビジネス教育を行うにあたり、留学生に高いモチベーションを持たせながら教育を行うために、教育を行う時期と内
容が重要になります。
就職活動と日本・日系企業への就業の2つの目的に分けて実施する必要があります。また、ビジネス日本語教育と併せて実
施することが効果的といえます。

①就業前の日本、日系企業で就職活動を行うための日本ビジネス教育
②就業後、スムーズに日本・日系企業で就業を行うための日本ビジネス教育

①については、学部3年生、修士1年生の前期もしくは後期までに行うことで、秋から始まる就職活動の面から企業文化理解
を行うことを目的とします。
②については、学部4年生、修士1年生の前期もしくは後期に行うことで、主に日本・日系企業内定者を対象に4月からの就
業の面から企業文化理解を行うことを目的とします。

［例］
①就業前の日本・日系企業で就職活動を行うための日本ビジネス教育
■日本の就職活動と企業の採用方法
■日本の業界と企業（業種と職種）
■エントリー（エントリーシートと自己分析・ビジネス文書）
■筆記テスト
■面接（ビジネスマナー）

②就業後にスムーズに日本・日系企業で就業を行うための日本ビジネス教育
■日本的組織の説明・顧客サービス志向・企業内外における背景理解
■ビジネスマナー
■コミュニケーション・協調性・チームワーク（社会人基礎力）

1. 日本ビジネス教育（企業文化理解）の目的

2. 日本ビジネス教育の時期と内容

1. ビジネス日本語教育の目的

2. ビジネス日本語教育に必要とされる3つの要素

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

ビジネス日本語教育4-08 日本ビジネス教育（企業文化理解）4-09

相手に応じて使い分けるコミュニケーション能力1

非対面型コミュニケーション2

ビジネス文書の作成・読解3
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□図 4 - 5  BJTと日本語能力試験
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□図 4 - 3  BJTが測定する能力の対象
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□図 4 - 7  BJTのレベルガイドライン

800

700

600

500

400

300

200

100

0

(点)

J5

J4

J3

J2

J1

J1+

600点

530点

420点

320点

200点

レ
ベ
ル
高

レ
ベ
ル
低

600～800点J1+（ジェーワンプラス）
どのようなビジネス場面でも日本語による十分なコミュニケーション能力がある
●日本語に関する正確な知識と運用能力がある。
●どのようなビジネス会話でも正確に理解できる。
●会議、商談、電話の応対などで相手の話すことが正確に理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けが適切にできる。
●どのような社内文書やビジネス文書でも正確に理解できる。
●日本のビジネス慣習を十分理解している。

530～599点J1 （ジェーワン）

幅広いビジネス場面で日本語による適切なコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題が一部あるが、意思疎通に支障はない。
●幅広いビジネス会話が正確に理解できる。
●会議、商談、電話での応対などで相手の話すことがおおむね理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けがある程度できる。
●日常的な社内文書やビジネス文書が正確に理解できる。
●日本のビジネス慣習をおおむね理解している。

420～529点J2 （ジェーツー）

限られたビジネス場面で日本語による適切なコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題が一部あり、意思疎通を妨げることがある。
●日常のビジネス会話がおおむね理解できる。
●会議、商談、電話での応対などで相手の話すことがある程度理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けが少しできる。
●日常的な社内文書やビジネス文書がおおむね理解できる。
●日本のビジネス慣習に対する理解がある程度ある。

320～419点J3 （ジェースリー）

限られたビジネス場面で日本語によるある程度のコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題があり、意思疎通を妨げることが多い。
●日常のビジネス会話の簡単なものがおおむね理解できる。
●会議、商談、電話での応対などで相手の話すことが少し理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けが断片的にできる。
●日常的な社内文書やビジネス文書の基本的なものがある程度理解できる。
●日本のビジネス慣習に対する理解が少しある。
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限られたビジネス場面で日本語による最低限のコミュニケーション能力がある。
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●対人関係に応じた言語表現の使い分けはできない。
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□図 4 - 7  BJTのレベルガイドライン
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600～800点J1+（ジェーワンプラス）
どのようなビジネス場面でも日本語による十分なコミュニケーション能力がある
●日本語に関する正確な知識と運用能力がある。
●どのようなビジネス会話でも正確に理解できる。
●会議、商談、電話の応対などで相手の話すことが正確に理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けが適切にできる。
●どのような社内文書やビジネス文書でも正確に理解できる。
●日本のビジネス慣習を十分理解している。

530～599点J1 （ジェーワン）

幅広いビジネス場面で日本語による適切なコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題が一部あるが、意思疎通に支障はない。
●幅広いビジネス会話が正確に理解できる。
●会議、商談、電話での応対などで相手の話すことがおおむね理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けがある程度できる。
●日常的な社内文書やビジネス文書が正確に理解できる。
●日本のビジネス慣習をおおむね理解している。

420～529点J2 （ジェーツー）

限られたビジネス場面で日本語による適切なコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題が一部あり、意思疎通を妨げることがある。
●日常のビジネス会話がおおむね理解できる。
●会議、商談、電話での応対などで相手の話すことがある程度理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けが少しできる。
●日常的な社内文書やビジネス文書がおおむね理解できる。
●日本のビジネス慣習に対する理解がある程度ある。

320～419点J3 （ジェースリー）

限られたビジネス場面で日本語によるある程度のコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題があり、意思疎通を妨げることが多い。
●日常のビジネス会話の簡単なものがおおむね理解できる。
●会議、商談、電話での応対などで相手の話すことが少し理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けが断片的にできる。
●日常的な社内文書やビジネス文書の基本的なものがある程度理解できる。
●日本のビジネス慣習に対する理解が少しある。

200～319点J4 （ジェーフォー）

限られたビジネス場面で日本語による最低限のコミュニケーション能力がある。
●日本語の知識・運用能力に問題が多く、意思疎通できることが少ない。
●ゆっくり話された簡単なビジネス会話がおおむね理解できる。
●対人関係に応じた言語表現の使い分けはできない。
●日常的な社内文書やビジネス文書の基本的なものが断片的に理解できる。
●日本のビジネス慣習に対する理解が断片的にある。

0～199点J5 （ジェーファイブ）

日本語によるビジネスコミュニケーション能力はほとんどない。
●断片的な日本語の知識しかなく、日本語の運用能力はきわめて不十分である。
●ゆっくり話された簡単な会話が部分的にしか理解できない。
●日常的な社内文書やビジネス文書が理解できない。
●日本のビジネス慣習に対する理解がない。
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□図 4 - 9  就職活動への役立ち度（2010年度）
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未実施

□図 4 - 8  ビジネス日本語教育カリキュラム（試案）
第Ⅰ期（就活前）：ビジネス社会についての概要理解とインターンシップ，就職活動準備目的

目標

対象者 大学生・大学院生  

ビジネス場面・企業活動との
関連を踏まえて以下六つの達
成が目標となる。
①専門的文書や記事等を読み，
背景も含めて理解することが
できる。
②収集した情報の内容を端的
にわかりやすく，要点をおさえ
てまとめて書くことができる。
③相手の話を聞いた上で，求
められている役割を踏ま
え，適切な受け答えややりと
りができる。
④視覚的情報から必要な情報を
的確に把握することができる。

⑤必要な情報を分かりやすく
図等にまとめてプレゼン
テーションできる。
⑥さまざまな事例から，何が問
題かを把握するとともに，適
切な問題解決にあたること
ができる。

日本企業への就職と企業活動
へのソフトランディングを実現
する基礎的な能力を育成する。

コース目標の設定と全体像の理解

日本の「大人」はどのような社会生活を行っているのか

「大人」はどんな本を読んでいるか

みんなどんな企業でどんな仕事をしているか

基本的な敬語や振舞い方の理解，インターンシップの目的設定

インターンシップ経験の共有と経験したことの整理・ディスカッション

就職活動の全体像と日本企業の「採用」について
インターンシップの経験等から，自分の強みと弱みをまとめ，話し，書く

よさを売り込む際の感覚・表現，マイナスをプラスに変える方法等

分析の視点

キャリア

情報収集

業種・職種

振舞い方

内省

全体像
話し方，書き方

売り込み方

オリエンテーション

キャリアについて

情報

企業理解

インターンシップ準備

インターンシップの振り返り

就職活動の理解
自己PR

エントリーシート

1

2，3

4，5，6

7，8

9，10

11，12

13，14
15，16

17，18

面接や質疑応答のシミュレーションを通して，円滑な受け答えを学ぶ

討論技術，ターンのとり方と譲り方，強い言い方と弱い言い方，記録・報告

就活経験のまとめ，企業文化理解の現状把握，目標設定

コミュニケーション

ディスカッションと情報整理

経験まとめ

「受け答え力」育成

テーマ別討論とまとめ

振り返り

19-22

23-26

27，28

第Ⅱ期（就活中）：就職活動支援

外国人社員の事例をもとに，読み・考え・議論し，まとめる

プロジェクトを通じ電話、メール等の非対面型コミュニケーション力の育成

様々な用途のビジネス文書の作成・読解とプレゼンテーション能力の育成

問題発見・解決

非対面型コミュニケーション

ビジネス文書の作成

ケースで学ぶビジネス

ミニプロジェクト１

ミニプロジェクト２

29-33

33-37

38-42

第Ⅲ期（内定後）：包括的能力育成
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CHAPTER 2

CHAPTER 3
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教育機関に必要とされる留学生の就職支援

企業の採用担当者からよく耳にするのが、「大学がどのような人材の育成を目指しているのか分からない」、「企業の求める
人材像に耳を傾けてもらえない」「大学の留学生採用の窓口が分からない」等の声を聞きます。一方で大学側からも「企業
の求める人材像が分からない」等の声を聞くことが多く、双方の情報交換不足、接点不足に起因するものと考えられます。
求人情報だけでなく、産学の情報交換できる場を定期的に設けることで様々な効果も期待できます。

大学の求人情報については、留学生「可」、「否」という選択項目がありますが、企業が積極的に採用を行っているかどうかま
では把握できません。募集の形態（留学生枠確保の有無）や過去の実績、採用予定数などの情報を追加で収集することで、
自学の留学生向けの求人情報は充実したものに変わります。また、民間の就職支援会社が紹介する企業には、大都市圏の
企業や大企業が多く、実際に留学生が多く就職する中堅・中小企業の情報は少ないのが現状です。特に地方の大学では、
地元の中堅・中小企業の情報を収集する方法として有効な手法といえます。

◎留学生に必要な求人票項目（例）
■募集形態（□留学生採用枠を設置　□日本人学生枠に含む）
■過去5年間の留学生採用数
■昨年度の留学生の採用実績
■今年度の留学生の採用予定数
■留学生の募集職種

留学生がキャリアセンターを活用しない理由の1つとして、留学生向きの情報量が不足している事が挙げられます。そのた
めには、留学生がキャリアセンターを活用したくなるような情報を収集し、提供することが必要となります。上記3．の様な企
業側のデータはもちろんのこと、日本人学生と同じように企業毎の内定学生等から得た生の情報を、留学生OB・OGから収
集・蓄積し、就職活動する留学生に提供することでうまく回転していきます。留学生は、同じ立場の留学生OB・OGの情報は
必ず耳を傾ける傾向があります。

まずは、留学生向け求人情報をキャリアセンター内で充実させること。その次に留学生がキャリアセンターを活用し、就職
が決まった学生から、後輩のために情報を提供してもらうこと。この２つを根気よく継続することができれば留学生のキャ
リアセンター利用率を改善することができます。

◎留学生に必要なOB・OG情報（例）
■入社試験の選考方法・選考内容情報
■内定者のアドバイス
■OB・OG情報

2. 企業との積極的な情報交換を

3. 自学の求人情報に工夫を

4. 留学生OB・OG情報等の人的ネットワークの充実を

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

企業の求人情報4-13

積極的に企業との情報交換をSTEP. 2

行政・自治体・民間就職支援会社等の情報を活用STEP. 1

自学の求人情報に工夫をSTEP. 3

留学生OB・OG情報等の人的ネットワークの充実をSTEP. 4

近年、民間就職支援会社による就活ナビなどの求人サイト上での留学生向け採用特集が少しずつ増えてきています。留学
生の求人情報を探す場合、希望の企業を選択し、留学生の採用を行っているか確認する方法と、留学生採用特集を行って
いる就活ナビなどの求人サイトから希望の企業を選択する方法の2通りあります。

前者は、採用ページのQ&Aを確認したり、場合によっては直接電話やメール等で問い合わせて確認する作業が発生しま
す。後者については、近年大手就職支援会社の就活ナビなどの求人サイトに留学生採用特集のページを新設する会社が
増えています。留学生向けの就職活動のマニュアルや、企業で働く留学生OBの体験談、留学生を積極的に採用している企
業の求人情報などの情報を取得することができます。特に大企業の情報が多く、中には数十名規模で募集をしている企業
があります。

一方で、行政が行うサービスでは、外国人雇用サービスセンターのサイトに留学生向けの求人情報が掲載されています。こ
ちらは地域の中堅・中小企業を中心に多くの情報が掲載されています。留学生の就職先は中小企業が6割を占めています
ので貴重な情報といえます。

大学で保有する求人情報のデータ項目については、多くの大学で留学生「可」、「不可」という選択項目がありますが、企業
が積極的に採用を行っているか、また採用実績がどれくらいあるかまでは把握できません。学生が直接電話をかけると、現
在採用期間中ではないと遠回しに断られることも多いようです。キャリアセンターで留学生を積極的に採用している求人情
報の抽出ができる事がベストではありますが、行政、民間就職支援会社の情報を活用し留学生へ告知することも大事です。

1. 行政・自治体・民間就職支援会社等の情報を活用

■留学生採用特集がある情報サイト
学情ナビ （運営：株式会社学情） http://www.gakujo.ne.jp/
日経就職ナビ （運営：日経HR、株式会社ディスコ） https://job.nikkei.co.jp/
マイナビ （運営：株式会社毎日コミュニケーションズ） http://job.mynavi.jp/
リクナビ （運営：株式会社リクルート） https://job.rikunabi.com/
■行政による留学生採用情報サイト
東京外国人雇用サービスセンター http://www.tfemploy.go.jp/
名古屋外国人雇用サービスセンター http://www.aichi-rodo.go.jp/gaikokujin/
大阪外国人雇用サービスセンター http://osaka-foreigner.jsite.mhlw.go.jp/home.html
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大学の求人情報については、留学生「可」、「否」という選択項目がありますが、企業が積極的に採用を行っているかどうかま
では把握できません。募集の形態（留学生枠確保の有無）や過去の実績、採用予定数などの情報を追加で収集することで、
自学の留学生向けの求人情報は充実したものに変わります。また、民間の就職支援会社が紹介する企業には、大都市圏の
企業や大企業が多く、実際に留学生が多く就職する中堅・中小企業の情報は少ないのが現状です。特に地方の大学では、
地元の中堅・中小企業の情報を収集する方法として有効な手法といえます。

◎留学生に必要な求人票項目（例）
■募集形態（□留学生採用枠を設置　□日本人学生枠に含む）
■過去5年間の留学生採用数
■昨年度の留学生の採用実績
■今年度の留学生の採用予定数
■留学生の募集職種

留学生がキャリアセンターを活用しない理由の1つとして、留学生向きの情報量が不足している事が挙げられます。そのた
めには、留学生がキャリアセンターを活用したくなるような情報を収集し、提供することが必要となります。上記3．の様な企
業側のデータはもちろんのこと、日本人学生と同じように企業毎の内定学生等から得た生の情報を、留学生OB・OGから収
集・蓄積し、就職活動する留学生に提供することでうまく回転していきます。留学生は、同じ立場の留学生OB・OGの情報は
必ず耳を傾ける傾向があります。

まずは、留学生向け求人情報をキャリアセンター内で充実させること。その次に留学生がキャリアセンターを活用し、就職
が決まった学生から、後輩のために情報を提供してもらうこと。この２つを根気よく継続することができれば留学生のキャ
リアセンター利用率を改善することができます。

◎留学生に必要なOB・OG情報（例）
■入社試験の選考方法・選考内容情報
■内定者のアドバイス
■OB・OG情報

2. 企業との積極的な情報交換を

3. 自学の求人情報に工夫を

4. 留学生OB・OG情報等の人的ネットワークの充実を

教育機関に必要とされる留学生の就職支援

企業の求人情報4-13

積極的に企業との情報交換をSTEP. 2

行政・自治体・民間就職支援会社等の情報を活用STEP. 1

自学の求人情報に工夫をSTEP. 3

留学生OB・OG情報等の人的ネットワークの充実をSTEP. 4

近年、民間就職支援会社による就活ナビなどの求人サイト上での留学生向け採用特集が少しずつ増えてきています。留学
生の求人情報を探す場合、希望の企業を選択し、留学生の採用を行っているか確認する方法と、留学生採用特集を行って
いる就活ナビなどの求人サイトから希望の企業を選択する方法の2通りあります。

前者は、採用ページのQ&Aを確認したり、場合によっては直接電話やメール等で問い合わせて確認する作業が発生しま
す。後者については、近年大手就職支援会社の就活ナビなどの求人サイトに留学生採用特集のページを新設する会社が
増えています。留学生向けの就職活動のマニュアルや、企業で働く留学生OBの体験談、留学生を積極的に採用している企
業の求人情報などの情報を取得することができます。特に大企業の情報が多く、中には数十名規模で募集をしている企業
があります。

一方で、行政が行うサービスでは、外国人雇用サービスセンターのサイトに留学生向けの求人情報が掲載されています。こ
ちらは地域の中堅・中小企業を中心に多くの情報が掲載されています。留学生の就職先は中小企業が6割を占めています
ので貴重な情報といえます。

大学で保有する求人情報のデータ項目については、多くの大学で留学生「可」、「不可」という選択項目がありますが、企業
が積極的に採用を行っているか、また採用実績がどれくらいあるかまでは把握できません。学生が直接電話をかけると、現
在採用期間中ではないと遠回しに断られることも多いようです。キャリアセンターで留学生を積極的に採用している求人情
報の抽出ができる事がベストではありますが、行政、民間就職支援会社の情報を活用し留学生へ告知することも大事です。

1. 行政・自治体・民間就職支援会社等の情報を活用

■留学生採用特集がある情報サイト
学情ナビ （運営：株式会社学情） http://www.gakujo.ne.jp/
日経就職ナビ （運営：日経HR、株式会社ディスコ） https://job.nikkei.co.jp/
マイナビ （運営：株式会社毎日コミュニケーションズ） http://job.mynavi.jp/
リクナビ （運営：株式会社リクルート） https://job.rikunabi.com/
■行政による留学生採用情報サイト
東京外国人雇用サービスセンター http://www.tfemploy.go.jp/
名古屋外国人雇用サービスセンター http://www.aichi-rodo.go.jp/gaikokujin/
大阪外国人雇用サービスセンター http://osaka-foreigner.jsite.mhlw.go.jp/home.html
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教育機関のための
外国人留学生就職支援ガイドhttp://www.ajinzai-sc.jp

「アジア人財資金構想」
プロジェクトサポートセンター

http://www.ajinzai-sc.jp
アジア人財資金構想プロジェクトサポートセンター

〒105-0001
東京都港区虎ノ門1丁目5番16号  晩翠ビル5階　財団法人企業活力研究所内

TEL:03-6303-3571　FAX:03-3502-2170
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